
第２期河内長野市耐震改修促進計画中間検証（令和4年3月末） 

１．計画の目的について 

 河内長野市では、建築物の耐震性の向上を図ることにより、地震時の建物の倒壊等によって発生する人的被
害及び経済的被害等を軽減することを目的として平成２０年３月に「河内長野市耐震改修促進計画」を策定、平
成２９年３月に「第２期河内長野市耐震改修促進計画」を策定しました。 

３．特定既存耐震不適格建築物の耐震化率 

 応急対策上、地域の拠点となる建築物及び避難困難者が利用する建築物については、耐震化率が目標値に
達しているため、今後も耐震化率が維持向上されるよう取り組んでいきます。 

 その他の建築物については、耐震化率に変化がないものや、耐震化率の向上は見受けられるものの、目標値
には達していないものもあるため、引き続き耐震化に向けた取組に努めてまいります。 
 
■応急対策上、地域の拠点となる建築物 （病院、診療所等） 

２．中間検証について 

 本中間検証では、第２期河内長野市耐震改修促進計画について、計画期間の中間期を迎えたことから、特定
既存耐震不適格建築物や住宅、市有建築物の耐震化の状況について調査し、目標達成状況を把握するととも
に、今後の効果的な耐震化の促進に向けた取組について検討を行う。 

平成２７年度末 
（計画策定時） 

令和３年度末 
（現状） 

令和７年度末 
（目標） 

総棟数 １１棟 １２棟 １２棟 

耐震化を満たす １１棟 １２棟 １２棟 

耐震化率 １００％ １００％ １００％ 

■避難困難者が利用する建築物 （学校、幼稚園、体育館、老人ホーム等） 

平成２７年度末 
（計画策定時） 

令和３年度末 
（現状） 

令和７年度末 
（目標） 

総棟数 ３８棟   ４３棟 ４０棟 

耐震化を満たす ３４棟   ３９棟 ３６棟 

耐震化率 ８９．５％   ９０．６％ ９０％ 

■不特定多数の者が利用する建築物 （百貨店、物販店舗、遊技場等） 

平成２７年度末 
（計画策定時） 

令和３年度末 
（現状） 

令和７年度末 
（目標） 

総棟数 １７棟 １７棟 １８棟 

耐震化を満たす １５棟 １５棟 １６棟 

耐震化率 ８８．２％ ８８．２％ ８８．９％ 



■特定多数の者が利用する建築物 （事務所、工場、共同住宅等） 

平成２７年度末 
（計画策定時） 

令和３年度末 
（現状） 

令和７年度末 
（目標） 

総棟数 ９３棟 ９７棟 ９８棟 

耐震化を満たす ８１棟 ８５棟 ８６棟 

耐震化率 ８７．１％ ８７．６％ ８７．８％ 

■緊急輸送路を閉塞させるおそれのある建築物 

平成２７年度末 
（計画策定時） 

令和３年度末 
（現状） 

令和７年度末 
（目標） 

総棟数 １５８棟 １５７棟 １６６棟 

耐震化を満たす １４０棟 １４０棟 １４９棟 

耐震化率 ８８．６％ ８９．２％ ８９．８％ 

４．市有建築物の耐震化率 

 住宅の耐震化率については、平成３０年度の住宅・土地統計調査の調査結果を基に推計を実施しています。
現状において、木造住宅については耐震化率の向上は見受けられるものの、令和７年度末までの目標値の達
成にはより一層の耐震化の促進が求められる状況です。一方で、共同住宅の耐震化率については順調に上昇
しており、目標達成に向けて引き続き耐震化の促進に取り組んでいきます。 

５．住宅の耐震化率 

平成２７年度末 
（計画策定時） 

令和３年度末 
（現状） 

令和７年度末 
（目標） 

住宅 
戸数 ４１，７９５戸 ４２，２８７戸 ４２，３１２戸 

耐震化率 ８１．７％ ８５．５％ ９５％ 

木造住宅 
戸数 ２４，０９９戸 ２５，２４１戸 ２５，２３６戸 

耐震化率 ７５．１％ ８０．２％ ９５％ 

共同住宅 
戸数 １７，６９６戸 １７，０４６戸 １７，０７６戸 

耐震化率 ９０．７％ ９３．４％ ９５％ 

 市有建築物のうち、耐震改修が必要な建築物については、全棟改修工事を実施しているため、耐震化率は１０
０％に達しています。 

６．今後の傾向と課題 

■住宅の耐震化促進 
 住宅の耐震化については、木造住宅及び共同住宅について、目標値に対して低い水準となっていることから、
より一層の周知・啓発が求められます。 

■特定既存耐震不適格建築物の耐震化促進 
 特定既存耐震不適格建築物については、耐震化率は目標値に対して着実に向上していることから、今後も引
き続き耐震化率の向上に努めてまいります。 


